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1主 題 設 定 の理 由

高等学校学習指導要領が平成11年3月 に告示 された。教科 「商業」 の 目標 は 、 「商業 の各

分野 に関す る基礎的 ・基本的 な知識 と技術 を習得 させ 、 ビジネスに対す る望 ま しい心構 え や

理念 を身に付 けさせ る とともに、 ビジネスの諸 活動 を主体的 、合理的 に行 い、経済社会 の 発

展 に寄与す る能力 と態 度を育 てる。」である。商業 は 「CommercialHighSchool」 か ら 「Bu

sinessHighSchool」 へ意識 を変 え、教育内容 について も 「商業 の諸活動」→ 「経 営活 動」

→ 「ビジネスの諸活動」 とこれまでの 「教科 目標」 にあ らわれ る ように、 「モ ノやサ ー ビ

スの売 買 ・商取 引」 か ら 「商業 、経済 、景気 など幅広 い意味」へ と変 わった。教科 のね らい

については、 ビジ ネスの基礎 ・基本 の能力(豊 か な人問性 、創造性や、マーケティング能力 ・

国際交流 能力 ・会 計活用能力 ・情報活用能力 などの ビジネスの理解力 と実践力)の 育 成 に配

慮す る こととな り、生徒 の進路先 につ いては、「事務従事者 ・販売従 事者 な どの完 成 教育 」

か ら 「生 涯学 習 ・継続 教育」へ と変化 している。

ここで、「ビジネス とは、企業の無形 ・有 形を問わず 、サ ー ビス を含 む経済 的 な諸 活動 を

い う。」 と考 える。 この ビジネス に必要 な知識 と技術 は、時代 と と もに変化 し、恒 久 的 な も

のでは ない。専 門的な知識のほか、円滑 な人間関係 を営む ことので きる社会性 、豊か な人 間

性 、主体性、独創性 、 自己責任 、創造性 、自 ら変化で きる能力 などがあ り、 これ らを学 ぶ も

の に身 に付 けさせ ることが重要である。そ して、 これ らの能力 は、高等学 校験 階で初め て学

んで 、簡単 に身に付 くものではない。そのためには、職業教育の なかで も、 と りわけ ビジ ネ

ス教育 を、幼児期か ら年齢 に応 じて段 階的に トレーニ ングする必要性 がある と考 える。本 部

会で は、高等学校段階 を中心 に据え、基礎期(幼 児 ・小学校 ・中学校教 育)、 応 用 期(高 等

学校教育)、 発展期(大 学 ・大学院 ・生涯学習社会教育)に 分類 した 。基礎 期 には、 人 間関

係 ・言葉 ・表現 な どの コ ミュニケーシ ョンの基礎や 、職業 についての興味 関心 をい だかせ 、

理解 を させ 、将来 に対す る各 自の夢 をもたせる。そ して 、進学 を希望する ものが、 自分 の将

来 の進路 を考え、 目的意識 や意欲 をもって各高等学校等へ進学す ることが重要であ る。応 用

期 には、普通 高校 におい て、教科 「情報 」で情報教育の基礎 ・基本 を学ぶ。都立商業高校 生

は、後述す る ような学 びを し、将来 、職業 に就 いた ときに必要 なビジネス能力を身に付 ける。

さらに卒業後 、学 んだ内容が陳腐化 した場合 には、卒業生 はいつで も各母校等へ もどって、

新 たに必要 な知識や技術 を身に付け るようにで きるシステムを確立す る。発展期 には、希望

す る ものは大学等 に進学 し、 さらに専 門性の深化 を図る。社会 人の場合 は、個 々の人生 設計

に応 じて、学びの質や内容等 を選択で きるように対応 する。 とい うように、徐 々に ビジ ネス

教育 の深化 と生涯学習 といった循環教育 を実現する。従来の ように高等学校段階 か ら普 通高

校 、専 門高校 と分類 を し、商業 に関す る学科の生徒 のみ ビジネス教育 を初 めて学ぶ ので はな

く、上述 の ように ビジ ネス教育 を幼児期 か ら年齢に応 じて段階 的に学ぶ こ とは、職業 につ い

ての関心や理 解を促 し、加 えて起業家育成 にも役立ち、情報化 ・国際化の なかで、将 来の わ

が 国の経済 を支えるために きわめて重要 なことであ り、 ビジネス教育 の果 たす役割 も大 きい

と考 えている。つづ く各章におい て、基礎期 におけ るビジネス教育 の必要性 と応用期 との 関

連性 、小 中学校 にお ける具体的 な指導案の例示、応用期 における商業高校以外 の ビジネス教

育 、商業高校 における ビジネス教育 、発展期 における ビジネス教育 の順 に検討 をす る。
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II幼 稚 園 ・小 学 校 ・中 学校 にお け る ビ ジネ ス教 育

ここでは、平成10年12月14日 に告示 された小学校及び中学校 の学習指導要領 、幼稚 園教 育

要領 の内容 か ら、 ビジネス教育に関連す る主 な項 目を抜 き出 した。

幼稚園 ・小 ・中学校にお ける 「ビジネス教育」の実践

校種 科 目 等 内 容
幼稚園 該当な し

国 語 ・1～6年 話 す こ と ・聞 く こ と ・書 く こ と ・読 む こ と

・3・4学 年

○蟹 媛 野 轍 売について見学や調査を者い・櫛 に携わる人々の

・5学 年

小学校

社 会 ○芒1製編 纏 罐 灘 辱耕9醗2い て理解できるように

○我が国の工業生産について見学や調査をおこない、国民生活を支える重要
な役割を果たしていることを考える。

○我が国の通信などの産業について、見学や資料を調べた りする。

算 数 ・1～6学 年 数 と計算

生 活 ・1・2学 年 地域 の 人 々 や様 々 な場 所 とのか か わ り

総合的な学習 ・物づ くりや生産活動など体験的な学習

の時間 ・国際理解に関する学習の一環 としての外国語会話等

特別活動 ・学校行事 勤労生産 ・奉仕活動(勤 労の尊さや生産の喜びを体得する)

国 語 ・1～3学 年 話す こ と ・聞 くこ と ・書 くこ と ・読 む こ と

・現代社会 と私たちの生活

○現代 日本の歩みと私たちの生活

社 会
(公民的分野)

・現代日本の発展の過程 と国際化の進展のあ らましについて理解 さ

せ、高度経済成長から今 日までの国際社会の変容について、国民
生活と関連させて理解 させる。

・国民生活と経済

○私たちの生活と経済
・身近な消費生活を中心に経済活動の意義を理解させ、価格の働き
に着目させ市場経済の基本的な考え方を理解させる。また、社会
における企業の役割 と社会的責任、職業の意義と役割及び雇用と
労働条件について考えさせる。

教 学 ・1～3学 年 数 と計算

コンピュータ活用等に関する基礎的な知識と技術を習得するとともに技術が果たす役割
について理解を深め、それらを適切に活用する能力 と態度を育てる。
・情報 とコンピュータ

○生活や産業の中で情報手段の果た している役割
・情報手段の特徴や生活とコンピュータとのかかわり
・情報化が社会や生活の及ぼす影響

、情報モラルの必要性○
コンピュータの基本的は構成 と機能及び操作

・コ ン ピ ュー タの基 本 的 な構 成 と機 能
、 操 作

中学校
・ソ フ トウエ ア の機 能

○ コ ン ピ ュー タの 利 用

技術 ・家庭 ・コ ン ピュ ー タの利 用 形 態

・'/フ トウエ ア を用 い た基 本 的 な情 報 の 処 理

○情 報 通信 不 ッ トワ ー ク につ い て
・情報の伝達方法と利用方法
・情報を収集 ・判断 ・処理と発信

○ コンピュータを利用 したマルチメディアの活用
・マルチメディアの特徴と利用方法

○プ。グウX磁 干編 誉聚 ・表現や発信力{できる
・プ ロ グ ラム の 機 能 に つ い て

・コ ンピ ュー タ を用 い て
、 簡単 な計 測 ・制 御 が で きる こ と

・塞 践 的 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン能 力 を養 う

・言 語 活 動

外 国 語
○質問や依頼などを聞いて適切に応 じること
○自分の考えや気持ちなどが聞き手に正 しく伝わるようにすること

・自己紹介 ・電話での応待

1学 年
○コミュニケーシ ョンに対する積極的な態度の育成を重視する

総合的な学習
の時間 :雛響腱 潔 騨繍 灘1果喬麟 謁麟
特 別 活 動 ・学校行事 勤労生産 ・奉仕的行事(勤 労の尊さや創造することの喜びを体得する)
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前ペ ージの ように、幼稚 園教育要領では ビジネス教育 に関する具体 的な内容 は明記 されて

い ない。 しか し、 「お店や さんごっこ」や 「地域 の商店 での買い物 」等 を通 した学 習活 動 が

ある。小 ・中学校 になると、様々 な教科 で ビジネス教育が行 えるよ うになっている。特 に中

学校 では、 コ ミュニ ケ ーシ ョン能力 を養 う 「国語」 と 「外 国語」、公 民 的分 野 で取 り扱 う

「国民生活 と経済」、高度情報化社会 に対応す るための 「技術 ・家庭」で行われ る情報処理 、

また、今 回の指導 要領のポイ ン トで もあ る 「総合 的な学習 の時間」 において ビジネス教育 が

可能 である。

これ らの内容 に関連 して、各幼稚園 ・小 ・中学校で は様 々なビジネス教 育が展開 され てい

る。小学校で社会科 と家庭科 の合科授業 と して、校 区の商店街 においてイ ンター ンシップ を

行 った り、 中学校 では、(社)証 券広報セ ンター等 が主催す る株式学 習 ゲー ム に取 り組 み 、

模 擬的 な株式投資か らビジネス教育 を行 っている例 もあ る。

ビジネス教 育 は、単 にビジネス を学ぶ ということだけではな く、現代の社会で必要 な 「生

きる力」 を身 に付 け る一面 もある。貯蓄 中央委員会 は、「金銭教 育の進 め方」(平 成2年 発行)

のなかで、小 ・中学校 における金銭教育 について触 れ、「悪徳商法」 「利 息 につ いて」 「プ ラ

スチ ックマネー」 「現金以外の支払 い手段」等 について具体的 な指導事例 を紹介 している。

中学生 は自 らが進路 を考 え、それぞれの 目標 を達成す るための指導 を行 う必要 がある。 そ

の なかで 、ビジネス教育が果たす役割 は今後 ます ます重要になってい く。幼稚 園教育要領 、

小 ・中学校学習指導要領 に掲げ られた 目標 を達成す るために、様 々な教科 で金銭教育 も含め、

ビジネス教 育の基礎 づ くりを行 うことがで きる。

皿 ビジ ネ ス教 育 の視 点 に た っ た中 学 校 にお け る授 業 実践 事例 指 導 案

ビジネス教育 は幼児期 よ り年齢 に応 じ、段階的 に トレーニ ングする必要性があると考える
。

米 国な どは小 学校 よ り株式投資 ゲーム等 を通 して、 ビジネスに関す る知識 やカ ンを養 って お

り、我 が国の学校教 育において も様 々な角度か ら生徒 の生 きる力 を養 うた めの ビジネス教 育

を取 り入 れるべ きである。なかで も、中学校は高校卒業後の進路 も踏 まえ、職業 につ いて 目

的意識や意欲 を もって高等学校 に進学する重要 な時期 であ り、 中学校 の学習活動の 中で 商業

高校 を意識 した指導が行 われ ることが必要 である。今後、中学校 に新設 される 「総合的 な学

習 の時間」等の教科 をは じめ、中学校 において もビジネス教育の視 点を取 り入れる ことに よ

り、将 来の 日本 を担 う中学生たちが、国際経済社会の変化に も柔軟 に対応 で きる能力 を身 に

付 ける とともに、商業高校 や ビジネス教育 に対 し、理 解や興味 関心 を抱 き、 自己実現 の ため

高 い志 や、意欲 を持 って商業高校 に進学す る中学生 が増 えるこ とを期待 したい。 ここで は現

在の 中学校の関連教科 にお いて、現実的 な実践事例指導案 を例示す る。
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実践事例 「身近 な商 品か ら学ぶ」 清涼飲料水 を通 して一

本時 の 目標:賢 い商品の選択 を通 し、 ビジネス教育 に対す る興味 ・関心 を もたせ る。

段階 時間 学 習 の 内 容 学 習 活 動 指導上の留意点

・学 習す る内容 の概 要 ・生徒 自身の商品 選択 の基 ・商品選択 は生 き方 が現

導 5
を説 明 す る。 準 を 考 え させ る。 れ る こ とを 自覚 させ る。

・経 済活動 の 中心 が 商 (清涼飲料水 について)

品である こ とを理解

入 分 し、選択 の重 要性 を

知 る 。

・実 習 を通 し、 商 品 に ・利 き水 テ ス トをす る。 ・体 験 を通 し、実 感 させ

つ い ての知 識 を得 る。 ・清涼飲料水 の糖度 を調 べ る 。

る 。(コ ー ヒ ー シ ュ ガ ー ・知 るこ との重 要性 を理

展
何本分?) 解 させ る。

40
・グ ル ー プ学 習 に よ り協

・商 品表示の見 方 につ ・ ノ ン カ ロ リ ー ・ カ ロ リ ー 力す るよう注意す る。

い て 学 ぶ 。 オフ商 品の糖質 につ い て ・化学調味料(合 成 甘 味

分
調 べ る 。 料)に つい ての知 識 を

開 得 させ る。

・商 品 の 選択 に つ い て ・一 日の 糖 分 摂 取 量 か ら 、 ・商品選択が生 き方 を変

学 ぶ 。 商 品の選択 につ い て考 え え る こ とを理解 させ る。

さ せ る 。

ま
・商 品選択 の視 点 を確 ・プ リ ン トで再 確 認 す る。 ・本時の学習 内容 を確 認

と

5 認 す る 。 さ せ る 。

分 ・賢い商品選択 の重 要性

め
を確 認 す る。

〈学 習 の ポ イ ン ト〉

・家 庭 科 教 諭 との テ ィー ム ・テ ィー チ ング も考 え られ る。

・ 「知 る ・考 え る ・選 ぶ」 こ とが 賢 い消 費 者 とな る ため には 重 要 で あ る。

・ 「食 育 」 に も配 慮 す る 。

・食 品 公 害 につ い て ふ れ る と よい
。

・製 造 物 責 任 法(PL法)に つ い て もふ れ る とよ い。
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実践 事例 「言 葉 は コ ミュ ニ ケ ー シ ョンの 道 具 で す」

本 時 の 目標:英 会 話 を含 め た小 売 業 の コ ミュ ニ ケ ー シ ョン を通 し、 ビ ジネ ス教 育 へ の 興 味 ・

関 心 を もた せ る 。

段階 時間 学 習 の 内 容 学 習 活 動 指導上の留意点

・学習 する内容 の概要 ・生 徒 自 身 の デ パ ー ト ・ ガ ・各店員の良 い所 をあ げ

導 5 を説 明す る 。 ソ リ ン ス タ ン ド ・ フ ァ ー させ 、 イ メ ー ジや 言 葉

・身近 な小売 業者 を消 ス トフー ド等 の 各 店 員 の 遣いの大切 さ を気 づ か

入 分 費者の視点で確認す イ メー ジ と印象 をあげ る。 せ る 。

る 。

・販 売 員 の コ ミ ュ ニ ケ ー ・印象 の 良 い 販 売員 は 、 そ ・同 じ言 動 で も、 表 情 や

シ ョン とは? うで ない販売員 と、 何が 言葉遣 い、服 装 で相 手

どう違 うのか確認す る。 の印象 が違 うこ とを確

認 す る 。

展 ・日本 語 に よ る販 売 員 ・販 売員 の 実践 を通 し
、 敬 ・尊 敬 語 、謙 譲 語 、 丁 寧

40
の応対 と言 葉遣 い を 語の使 い方を知 る。 語 の 違 い 。(細 か く な

学 ぶ 。(ロ ー ル プ レ らない よう注意す る)

イ ング)

分 ・同 じ内 容 で 英 語 に よ ・英語 による販売員 の応対 ・ 英 語 に よ る コミュニケ ーシ ョン

開
る販 売員の応対 を学 を実 践 す る。 の重 要性 を認識 させる。

ぶ 。(ロ ー ル プ レ イ ・ コ ミュニケ ーシ ョンの 基 本 は

ン グ) 相 手 を思 い や る こ と。

言 葉 は心 を伝 える道具

であることを理 解 させる。

・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・プ リ ン トで再 確 認 す る
。 ・本時の学習内容 を確 認

ま
の基本 を確認す る。 す る 。

と

5 ・マ ナ ー は 誠 実 さ思 い や

分 りの現 れであ り人 間関
め

係 には大切 な もの であ

る こ とを理 解 させ る。

〈 学 習 の ポ イ ン ト〉

・英 語 教 諭 との テ ィー ム ・テ ィーチ ン グ も考 え られ る
。

・ビデ オ も活 用 す る と効 果 的 で あ る(言 葉遣 い
、電 話 応 対 等)。

・店 員 応 対 を電 話 応 対 に変 えて も よい
。

・イ ン タ ー ンシ ップの 導 入 と して も考 え られ る
。
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IV商 業 高 校 以 外 の都 立 高 校 に お け る ビジ ネス教 育

商業教育 は、高等学校で は平成15年 度 よ り実施 される新学習指導要領の なかで、 ビジネス

教育 として明確 に位置づ け られた。 ビジネス教育は、商業高校 だけで行われるものではな く、

我が国の よ うに発 達 した経済社会 に生 きる国民 として、先 に も示 した ように小 ・中学校 にお

い て授業の題材 として用 い られていた り、家庭生活の多 くの場面 で も、家庭教 育の重要 な部

分 として ビジネス教育がな されている。この ようにすで に身近な もの と してあ るビジネス教

育が 、商業高校 を中心 と して商業科 を設置 している学校 とい う特定の教育の場で、 「商業」と

い う専 門教科 の なかだけで扱 われ ることは、変化の激 しい経済社会 に対応す る自立 した国民

を育 てる公教 育 とい う役割 を考 えると消極 的なので はないか。 ビジネス教育 は専 門教科 「商

業」 だけで扱 われ る教育で はな く、広 く学校 教育 の場で共通 して教育が行 われなければ な ら

ない ものであ る。

情報化の進 む社会 の変化 に対応す るため に、新学習指導要領 では普通教科 として 「情 報」

が、すべての高等学校 で必修 として扱 われ るこ とになった。同 じように ビジネス教 育 につ い

て も、情報化 、国際化 する経済社会 の変化 に対応 した基本的 な知識 を持 った国民 を育て る た

め に、幼稚 園 ・小学校 ・中学校 か らの継続教育 として、商業高校 以外 の都 立高校 で も学 習す

るようになってほ しい と願 うものである。

1ビ ジネスに関 する教 育 を商業 高校以外の都立高校 で取 り扱 うね らい

一般 的な教科 ・科 目と して ビジ ネス教育 を扱 うため に、次の三つ をね らい と して考 えた。

①経 済社会 の なかで主体的 ・創造的に生 きる態度や意欲 を育成す る基礎教育 として

今 日、 ビジネス な くして我 々の生活が成 り立たない ことか ら、家庭教育及 び初等教育 か ら

の継 続教育 と して、経済(ビ ジネス)社 会 の基本的な しくみを学習 し、社会 を見 る視点 を具

体 的な経済事 象か ら養 い、自己の生 き方や在 り方 を考え させ る。

② 教科 「情報」 の学習 を補完 し、「総合的 な学習の時間」の題材 として

新学習指導要領 で必修教科 となる 「情報」 について、 ビジネスに関す る具体 的な事 象 と関

連づけ なが ら指導す る ことで、情報及 びコンピュー タ利用 の意義 を学習 させ る。 また、教 科

「情報 」 とともに必修 となる 「総合的 な学習 の時間」 に対応 した問題 解決 型 の学習 の 題材 と

して活用す る。

③社会科学系 の大学 ・短大 や専 門学校へ進学す る生徒 に対す る基礎 教育 と して

高等学校 の段 階か らビジネスに関する学習 を行 うこ とは、社会科学系の大学 ・短大や 専 門

学校へ進学 する者 にとっては、学 びの連続性 の観点 か ら意義があ る学習 となる。

大学生 の基礎学 力の低下が社会 問題 となっているが 、国民 と して大切 な能力 は個 々に独 立
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した教科 の知識ではな く学習 を総合化す る能力である。身近な社会現象 を ビジネスの観 点 か

ら横 断的 ・総合 的に学習 し、社会 を見 る視点 を養 うことは、 より深化 した学習や研究へ の動

機付 け ともな る。

2ビ ジネ スに関す る教科 ・科 目の 目標 と内容

新学 習指導要領で必修教科 となる 「情報」 を補完す る 「学校設定教科 ・科 目」 と して、 ビ

ジ ネス教育の観点か ら、商業高校 以外の都立高校で導入可能 な、「商業 」 の各 科 目を基 に構

成 した 「ビジネスA」 及 び 「ビジ ネスB」 の各案 について例示 する。

(1)ビ ジネスA

〈 目標 〉

ビジネス社会 に関す る基礎 的な知識 を習得 させ、経済社会 の しくみを広 く題材 と しなが

ら、コン ピュータを利用 し、教 科 「情報」 の 「情報A」 で学ぶ コンピュー タ利用技術 を高

め るとと もにに経済事象 に対す る分析 能力 を育成す る。

〈内容 〉

○経 済社会 とビジネス

・ビジネスの役割 ・企業経営 ・地域調査 と分析

○マーケテ ィングと経営戦略

・マ ーケテ ィ ングと市場調査 ・商品計画 と販売促進 ・企業 の経営 戦略

・流通分析

○会 計の基本 と財務諸表

・会計の 目的 と複式簿記 ・勘定 と勘定科 目 ・損益 の算 出 と財務 諸表

・財務分析

○ 金融 と株 式

・金融の機能 と証券取引 ・金融及 び証券投資 に関す る計算

・株式分析

(2)ビ ジネスB

〈 目標 〉

ビジネス文書等 に関す る基礎 的な知識 と技能 を習得 させ、 コンピュー タを利用 して教 科

「情報」 の 「情報C」 で学ぶ メデ ィア活用 能力 を高 める とともにプ レゼ ンテ ー シ ョン能力

を育成す る。

〈内容 〉

○ ビジネス文書 の作成

・文書情報の役割 と種類 ・基本文書 の作成 ・文書情報 の管理

○ 文書デザ イン

・情報の加工 ・ソフ トウェアの活用 ・ポス ター等の作 品制作

○ プ レゼ ンテ ーシ ョン

・表現方法の工夫 ・ソフ トウェアの利用 によるプレゼ ンテーシ ョン
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3教 育課程上 の取 り扱 い及び指導計画

前記例 示 「ビジネスA」 及び 「ビジネスB」 は、商業高校以外の高校で 、商業教育が培 っ

て きた ビジネス に関す る各分野 について、生徒 の実態や学校の特色 に応 じて学校設定教 科 ・

科 目として取 り上げ、新学習指導要領で必修 となる教科 「情報」 と関連づ けるこ とで 、 ビジ

ネス教育 と情 報教育 とが有機的 に結び付 くことがで きる とい う例 を示 したものである。また、

この一部 を取 り上げて 「総合的 な学習の時間」の中で取 り扱 うこ とも可能で ある。

(1)教 育課程上 での取 り扱い について

この教科 ・科 目は低学年時での履修が望 まれ る。 これ らの学習 によ り興味 ・関心 を もった

生徒 は、次 学年時で 、資格取得 を含め よ り専 門的な 「商業」 に関す る科 目を履修す るこ とが

教育 課程上 で きるように してお くことで、学習意欲へ の刺激 ともな り、学校 として も単 なる

受験校 では ない、「特色 ある学校 」 として評価 されることとなる。

「ビジネスA」 及 び 「ビジネスB」 を総合的 な学習の時間の中で扱 う場合 は、各単 元 を全

部取 り上げ な くて も、学校の特色 に応 じて指導す ることも意義 のあるこ とである。 また、 次

の ように 「ビジネスA」 及 び 「ビジネスB」 の中か ら学校 の特色 に応 じて題材 を選択 して指

導 して も意義のあ るビジネス教育 となる。

例1「 ビ ジ ネ スA」 ○ マ ーケ テ ィ ン グ と経 営 戦略

・流 通 分 析 につ い て ま とめ る

1

「ビ ジ ネ スB」 ○ プ レゼ ンテ ー シ ョン

・流 通 分 析 につ い て ま とめ た 内容 の発 表

例2:「 ビジネスA」 ○会計の基礎 と財務諸表

・財務諸表の作 成

1

「ビジネスB」 ○文書デザ イン

・財務諸表 をデザ イン工 夫 しなが ら報告書 を作 成

(2)指 導計画

「ビジネスA」 及 び 「ビジネスB」 の指導 に当たっては、指導 内容 に商業 に関する専 門的

な内容 が多 く含 まれてい ること、及び 「商業」の科 目と して も 「情報処理」 や 「プログラ ミ

ング」 を指導 して きた実績か ら、教科 「情 報」 と併せ て商 業の教員 が指導 に当たる ことが望

まれる。 また、 これ らを 「ビジネス」 と 「情 報」 とを統合 した学校設定教科 ・科 目と した場

合 は、「情報」履修 と同 じ扱 いが されるこ とが望 まれる。

コ ンピュー タの性能及び情報処理技術 は 日進月歩 を続 けている。発展 と変化 の激 しい今 日

に、それ らをいか に利用 し役立たせてい くか を考えた とき、実学 とともにそれ らを扱 わ ない

と、それ こそ生徒 が よ く言い訳 と して口 にする 「こんなの勉 強 して将来何 の役 に立つ の?」

が ま さに当ては まる教科 「情報」 となって しまうのである。
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(3)「 ビジネスA」 の年間指導計画例(「 情報A」 との並列 による)

ア 普通高校 においては、普通教科 の授業時数 を確保す る必要があ ることか ら、標準単 位 数

を2単 位 として次 の ように計画例 を立てた。

イ 専門教科 「商業」 の科 目として指導するには、コ ンピュータ実習 を含めて考 える と、6

単位程度 は必要 と考 え られるが、指導内容 をア)具 体的 な事例 を用 いる こと、 イ)基 本的

な内容 に止 めるこ とを原則 とし、 また情報A(2単 位)の 時間で実習 を行 うことと して、

2単 位で計画 を立て てい る。

(〈… 一一で結ぶ内容 について関連づ けた学習が、「情報」 に関す る理解 を深 め る とい う観

点 か ら効果的 となる)

月 ビ ジ ネ スA 情 報A

1

4

1

5

○経済社会 とビジネス

・ビジネスの役割

・企業経営

○情報 を活用す るための工夫 と

情報機器

・問題解決の工夫

・地 域 調 査 と分析 く

学
〉・情 報 伝 達 の 工 夫

期 6 ○ マーケテ ィングと経営戦略

S ・マ ー ケ テ ィ ン グ と 市 場 調 査 マ、、
、 、

、

○情報の収集 ・発信 と情報機器 の利用

7
、 、

、

・商品計画 と販 売促進 、 隔ム ・情 報 の検 索 と収 集

・情報 の発信 と共有 に適 した

夏休み (宿 題)身 近 な商品 の広告活動 について 情報の表 し方

・情報の収集 ・発信 における問題点

2
9

・企業 の経営戦略

・流通分析

○情報の統合的な処理 と

学
○会計の基本と財務諸表 コ ン ピュ ー タの 利 用

10
・会 計の 目的 と複式簿記 ・コ ン ピュ ー タに よる情 報 の 統 合

1 ・勘定 と勘 定科 目
ヶ・情報 の統合 的な処理

期 12 ・損益 の算 出 と財務諸表E

・財 務 分 析

○情報機器の発達 と生活の変化

3

学

1

{

○金融 と株式

・金融の機能 と証券取引

・情報機器の発達 とその仕組 み

・情報化の進展が生活 に及 ぼす影響

期
3

・金融及び証券投資 に関する計算
''

'
・株 式 分析(ト レー デ ィ ン グ)4"

ノヲ・情報社 会への参加 と

情 報技 術の活用
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)ω

単

目

「ビジ ネスA」 一学習指導案例

元:会 計の基本 と財務諸表

標:ビ ジネス社会 について基本的 な知識 と、望 ましい社会人 として変化す る社会 に対 応

し主体的 に考 え行動で きる能力 を養 うために、会計処理 の観点 か ら企業利益 の算 出

と基本的 な財務諸表 として貸借対照表 と損益計算 表につ いて学習す る。

配 当時間:会 計の基本 と財務諸表(15時 間程度)

・会計の 目的 と複式簿記(3時 間程度)

・勘定 と勘定科 目(4時 間程度)

※ ・損益の算 出 と財務諸表(4時 間程度)一

・財務分析(4時 間程度)

※1〈 「貸借対照表 と損益計算書」(小 単元)〉

指導 目標:

・決算 と損 益(1時 間)

・損 益 の処 理(1時 間)

・貸 借 対 照 表 と損 益 計算 書

(2時 間)※1

前時 まで の決算 及び損益 につ いての学習 を基本 と して、企業経営 について利益 及 び

財産状況 の見方 を学習 し財務諸表(B/S・P/L)を 作 成する。

前時授業:貸 借対照表 に関す る学習 今時授業:損 益計算書 に関す る学習

段階 時間 学習内容 及び 学習活動 指導上の留意点

r-
、

導
5

○費用、収益の確認 「損益計算書」の作成: ・費用及び収益項 目

・費用及び収益の
①次の各勘定科 目を 「費用」「収益」 に分類 しなさい。

の正確 な分類

入 分
分類 交通費50・ 受取手 数料ioa・ 雑益20・ 交際 費30

受取利息80・ 通 信費20・ 広告宣伝費50・

費用1

○損益計算書の作成 収益1 ・営業活動による費

25 ・問 題例 に よ る損
②上記の費用と収益を損益計算書作成しなさい。 用 と収益 の 発生

益計算書作成 損益計算書 と、 そ の 差 額 へ

展
分

・損益 の算 出 の注目

○資本の増減の理解 ・貸借対照表 との対

③ 当期の損益 を算出 しな さい。

15
・営 業活動 と資本

利益 ・損失額(円)
比 に よる損益 の

開 増減との関係 資 本 との関 係 の

・貸 借対 照 表 との
④前回学習 した貸借対照表の資本の増加額と③の

理解

分 比較 利益額が一致す ることを確認 しな さい。

⑤利益 を上 げるため に必要 なことは何ですか。

ま ○授業の確認 ・ 「情報A」 での コ

5 ＼6と ・ コ ン ピ ュ ー タ ン ピ ュ ー タ処 理

め
分

処理への動機付け の確認
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V新 しい タ イ プ の都 立 商 業 高 校 にお け る カ リキ ュ ラ ムの 検 討

前章 において 、応用期 にお ける商業高校 以外 の都立高校 におけ るビジネス教育 を検討 した。

この応用期の ビジネス教育 において、都 立商業高校の役割 は大変重要であ り、応用期 は も と

よ り、基礎期 と発展期の連結環 として もリー ダーシ ップを発揮 す る必要があ る。 と りわけ カ

リキ ュラム編成が その生命線 と考 えた。 よって、この章 においては、今 後の理想的 な姿 と し

て 、新 しい タイプの都立商業高校 を前提 にカ リキュラムの検討 をお こなう。

1新 学習指導要領(商 業)

新学習指導要領 の 教科 「商業」 には、流通 ビジネス分野、国際経済分野 、簿記会 計分野 、

経営情報分野 の4分 野が存在 し、各科 目については、以下の ような科 目編成 になっている。

「ビジネス基礎」

1

lll[
流通 ビジネス分野 国際経済分野 簿記会計分野 経営情報分野

「商 品 と流 通 」

「商 業 技術 」

「マ ー ケ テ ィ ン グ」

「英語実務」

「経済活動 と法」

「国際 ビジネス」

「簿記」

「会計」

「原価計算」

「会計実務」

「情報処理」

「ビジネス情報」

「文書 デザイ ン」

「プログ ラミング」

i
1

「課題研究」 「総合実践」

指導 に当た っての留意点 と して は、「第3款 各科 目にわた る指 導計 画 の作成 と内容 の取

扱 い」 にあ り、以下の とお りであ る。

1指 導計画の作成 に当た って は、次の事項 に配慮す る もの とす る。

(1)商 業に関す る各学科 においては、「ビジネス基礎」及 び 「課題 研 究」 を原則 と してすべ

ての生徒 に履修 させ ること。

〈2)地 域 や産業界 との連携 を図 り、就業体験 を積極 的 に取 り入れる とともに、社会人講 師 を

積極 的に活 用す るなどの工夫に努 めるこ と。

2各 科 目の指 導 に当た っては、実践 的 ・体験的学習 を重視する とともに、 コンピュータや情

報 通信 ネッ トワークなどの活用 を図 り、学習 の効果 を高め るよう配慮する もの とす る。

3実 験 ・実習 を行 うに当たっては、施設 ・設備の安全管理 に配慮 し、学 習環境 を整 える と と

もに、事 故防止の指導 を徹 底 し、安全 と衛生 に十分留意す るもの とする。

加 えて、上 記の科 目群 を有機的に配置 し、生かす カリキ ュラム編成のためには以下の よ う

な ことに も充分 に配慮す る必要がある と考 える。

① 一人ひ と りの個性 を尊重 し、伸長 を図るための柔軟 な教育課程の編 成 と多様 な指導 方法

の工 夫(例 えば、個別指導、 グループ別指導、テ ィーム ・テ ィーチ ング、習熟度別学 習 な

ど)

② 総合 的な学 習の時間の活用(例 えば、課題研究 に加 えて、芸術科 ・家庭科 ・英語科 など、

他教科 との学 際的 な授業 展開な ど)
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③ 生徒が 目的意識 を もって意欲 的に学習活動 に取 り組む ことを促 し、 これ までの 「学歴」

とい う考 え方 よ りも 「学修」 を積極 的に評価す るこ と(例 えば、職業資格 の取得、技 能審

査の成果 の単位認定 制度 ・イ ンター ンシ ップ制度の活用 など)

2新 学習指導要領(専 門教科 「情報」)

専門教科 「情報」 の教科 のね らいは、その 目標 にあ る 「情報の各分野 に関す る基礎的 ・基

本的 な知識 と技術 を習得 させ 、現代社会 にお ける情報の意義や役割 を理解 させ ると ともに、

高度情報通信社会 の諸課題 を主体的 、合理的 に解決 し、社会 の発展 を図る創造的 な能力 と実

践 的 な態度 を育 てる」 とい うこ とで ある。

各科 目につい ては、具体 的に以下 の とお りの編成であ る。

「情報 産業

と社会」

「情報 実習」 「情報 と表現」 「アル ゴリズム」

「情 報 シス テ ム の 開 発 」

「モ デ ル 化 と シ ミ ュ レー シ ョン」

「図形 と画像 の処 理 」

「ネ ッ トワー ク シス テ ム 」

「コ ン ピ ュー タデ ザ イ ン」

「マ ルチ メデ ィ ア表現 」

「課題

研究」

指 導 に当た っての留意点 としては、「第3款 各科 目にわたる指 導計 画 の作 成 と内容 の取

扱 い」 にあ り、以下の とお りであ る。

1指 導計画の作成 に当たっては、次 の事項 に配慮す るもの とす る。

(1)情 報 に関す る各学科 において は、「情報 産業 と社会」及 び 「課題研 究」 を原則 と してす

べ ての生徒 に履修 させ るこ と。

(2)情 報 に関す る各学科 において は、原則 と して情報 に関する科 目に配 当す る総授 業時数 の

10分 の5以 上 を実験 ・実習 に配当す ること。

(3)地 域 や産業界 との連携 を図 り、就業体験 を積極 的に取 り入れる とともに、社会 人講 師 を

積極 的に活 用す るなどの工夫 に努め ること。

2各 科 目の指 導 に当た って は、 コンビz一 タや情報通信 ネ ッ トワークな どの活用 を図 り、 学

習の効 果 を高 め るよう配慮す るもの とする。

3実 験 ・実習 を行 うに当た っては、施設 ・設備 の安全管理 に配慮 し,学 習環境 を整 える とと

もに,事 故防止 の指導 を徹底 し、安全 と衛生 に十分留意す る もの とす る。

教科 「商業」 の 「経 営情報分野」 と比較 して、 きわめて理数系 の内容 を軸 とする11科 目の 編

成であ る。教科 「商業」の立場 と しては、現在 、そ して今後 の情報化社会へ の対応 の重 要 性

を認識 し、教科 「商業」のなかで情報化について消化 してゆ くべ きと考 える。

3新 しいタイプの都立商 業高校 にお けるカ リキュラム編成

新 しい タイプの都 立商業高校 におけるカ リキュラムを検討す るに当た っては、経済社 会 の

国際化 ・情報化 とい う二 つの柱 を機軸 にす るこ とが必要であ る と考 える。具体的 には、以 下

の ようになる。

国際化への対応 として、語学(英 語 ・中 国語 ・フラ ンス語 ・ドイツ語 な ど)の 「会 話 力
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(コ ミュニケ ーシ ョン能力)」 に重点 を置 くカリキュラム編成 を行 う。海外の高等学校 と姉妹

校 を提携 し、交換留学 を盛 んに行 う。加 えて、海外 での研修 ・体験学習 な どの学校行事 を実

施す る。これ らの高校生活 を送 るこ とによって、異文 化 を体験的 に理解す るこ とがで きる。

この都立商業 高校 の国際化へ の対応 を考 える上での一つの視点 として、私 たちは教科 「商

業」 の科 目 「英 語実務 」に注 目し、各道府県教育委員会へ 、次 の内容 のア ンケー ト調査 を行

い、41道 府 県(以 下道府 県は県 として表記)よ り回答 を得た。

◇調査 内容(ア ンケー ト設問事項)

1「 英語実務 」 または、それに類す る科 目の指導 にあた って、商業 の教員 の講習会 等 を実 施

してい ますか。

・ 「実 施 して い る」 と回答があった県11県

・ 「実施 してい ない」 と 〃30県

※実施 している と回答があ った県か らの回答内容(① 期 間 ② 内容 ③ 人数 ④ 今後 の実施

予 定 ⑤ その他)は 次の とお りであった。

〈福 島 〉

①6ケ 月 ②神 田外語学院(東 京)で 英会話研修

③1名 ④次年度以降 も実施予定

く茨 城 〉

①4日 間(2泊3日 を含 む)② 「英語実 務」開設促進 のため ビジネス英会話の研修

③10名 ④今年で実施5年 目となっている

⑤ ア 商業部主催 の 「英語実務」研究会の開催(2年 間で今年が初年度:年3回 開催 〉

「英語実務」 の効果的指導 について

イ 「英語実務」 の生徒用テ キス トの作 成(平 成11年3月 作成)

〈神奈川 〉

① 長期派遣研修 、1年 間 ②英語実務 、国際経済 教授法

③1名(平 成11年 度 は 「情報」 で実施)④ 平成4年 度 より実施 している

く愛 知 〉

①年4回 ② 愛知県商業 教育研究会の国際経済部会 で英会話 の研修

③24名 程度 ④今 後 も継続 して実施す る予定

く岐 阜 〉

①2日 間 ② 外人講師2名 の もとに英語 による自己紹介 、実用 英会話等 を行 う

③15名 ④ 平成9年 度 よ り始 ま り、今後 も実施予定

く富 山 〉

①1年 間 を通 して週3日 間

②平 成10年 度産業教育内地留学 として、国立高 岡短期大学へ派遣。産業情報学科 ビジネスコー

スの講義 を聴講 し、 ビジネス英会話 の基礎 を学 び実践テ キス トづ くりに取 り組 んだ。

③1名
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④ 全商北信越 地区商業教育研 究会で研 究発 表予定。高 岡商業高校で は昨年度 よ り英語 科教 員

(ALTを 含 む)を 講 師 として、週1回 程度商業科教員全員が 日常 英会 話 の研 修 会 を実 施

している。研 修 には 「英語実務」の教科書 を利用 している。

〈岡 山 〉

①1日 ② 講演 「国際 ビジネスマ ンの立場か ら商業教育 を考 える」 及び研 究協 議

③40名

④英語 実務 に限定 した講演会で はな く、商業全般 に関 して年間1日 の予定 がある。 よって昨

年 は銀行 の方 に講演 を依頼。一昨年 は簿記の専門学校 の方に依頼 。来年度は未定であるが、

「国際会計基準」 「連結会計」等 を考 えてい る。

〈山 口 〉

①昨 年度初めての試 み8月 に1日 間、先端技術講座(英 語 に よる コミュニケーシ ョン)

②ALT2人 を講師 として英会話 の入 門的 なもの(挨 拶 、 自己紹介 、ゲーム、 レス トラ ンで

の応対 など、異文化理解 を含 む)

③20名 程度 ④今年度 につ いては実施 な し(今 後の実施は未定 であ る)

〈徳 島 〉

① 本年度 よ り、徳 島県商業教育協会(徳 島県商業学会)に おいて 「ビジネス基礎」にむけて、

ビジネス に関す る簡単 な英会話研修会(商 業科教員)を 行 う。2日 間

〈佐 賀 〉

①平 成11年7月26日 ～28日2日 半

②実 用英会話講習会

新 学習指導要領 にて、 ビジネス にお ける外国人 との コミュニケーシ ョンが大切 となる中、

日常、外国人 に接す る場合の挨拶 な ど簡単 な英会話 に慣 れ親 しむ ことで、基礎 的 な英 会話

力 を付け る。

③30～40名 程度 ④2～3年 度 目途 に計画実施 予定 あ り

⑤佐 賀高等 学校教育研究会商業部会の主催で、ALTと のテ ィーム ・テ ィーチ ングによる基

礎 的 なビジネス英会話学習 を実施

く宮 崎 〉

①3ケ 月(4～6月)② 内地留学(専 門学校)

③1～2名 ④ 継続予定

⑤生 徒 に対す る 「国際 セ ミナー」、1泊2日(7月)

主に県内の国際経済科の生徒(200～300名)を 対象 に外 国人指導者 の もと、実践 的な英 語

学 習 を実施

2「 英語実務」 または、それに類す る科 目に取 り組 む特色 のある学校 を紹介 くだ さい。

・ 「実 施 し て い る 」 と回 答 が あ った 県23県

・ 「実 施 して い な い」 と 〃18県

※ 「英 語 実 務 」 の 実 施 及 び特 色 あ る取 り組 み を行 って い る 高等 学 校(内 容)を 例 示 す る。
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〈北 海道 〉函館商業高校 ・苫小牧総合経済高校 ・札幌東商業高校 ・千歳高校 く青 森 〉八戸

商業 高校 〈福 島〉福 島商業高校(語 学実習室 、英会話実習室 にて英語科教員 、ALT含 め

指導)〈 茨 城 〉取手 第一高校 ・土浦第三高校 ・石 岡商業高校 く神奈川 〉商工高校(中 国

語 、ハ ングル語 、フラ ンス語の選択あ り)〈 山 梨 〉市立 甲府商業高校 ・塩 山高校 く新

潟 〉新潟商業高校 く長 野 〉松代高校 く富 山 〉雄山高校 ・高 岡商業高校 ・福光高校 ・富

山商業高校(ビ ジネス レター、貿易取引の学習、課題研 究で英会話学習)〈 愛 知 〉岡崎 商

業高校 ・豊橋商業高校 く滋 賀 〉大津商業高校(商 業科教員 とALTと のTT授 業)〈 京

都 〉府立商業高校 く大 阪 〉市立東商業高校 く兵 庫 〉洲本実業高校 ・氷上高校 ・小 野

高校 ・姫路商業 高校(英 会話、中国語 の選択あ り)・ 西宮高校(フ ラ ンス語 、中国語 、英 語 実

務の選択 あ り)・ 神戸 商業高校(商 業 国際類型:英 会話、中国語 の必修等)〈 岡 山 〉岡山

南高校(ホ ームステ イ、第2外 国語 一中国語、商業科教員 とALTのTT授 業)〈 広 島 〉

尾道商業高校(英 語 ソフ トの活用)〈 愛 媛 〉今 治北 高校 ・松 山商業高校 ・八幡浜高校 ・新

居浜商業高校(商 業 と英 語の教員 に よるTT授 業)〈 高 知 〉伊野商業高校 く福 岡 〉小

倉商業高校 ・宇 美商業高校(両 高校 でALTと のTTで 授業)〈 大 分 〉実 施校 はあるが 特

色 は特 にない く佐 賀 〉佐賀 商業高校(英 語 による商取 引の模擬実践 、ALTの 参加 あ り)

〈宮 崎 〉宮 崎商業高校 く鹿児 島〉市立鹿児島商業高校

指 導 者 育 成 の た め の研 修 に つ い て は 、2～3日 程 度 とい うの が現 状 で あ り、 グ ラ フ に あ ら

わす と 【グ ラ フ5-1】 の よ うに な る 。 ま た、 英 語 実務 等 に取 り組 む特 色 あ る学 校 の詳 細 は 、

以 下 の とお りで あ り、 分布 は 【グ ラ フ5-2】 の よ う にな る 。

【グ ラ フ5-1】

医語鶏 駒 指而 砺 あ船 会の実施刷ri翼 颪 五・ない

/2
画 日

1=1呂皐

i翻
艦 琵

瓢(遇3日)1

【グ ラ フ5-2】

●

填 語実霧奪丁こ取り癒む特色あ薄 学校

駕σ)畿

これ らの ことを踏 まえ、私たちは、次代の都立商業高校 のカ リキュ ラム上の一つの特色 と

して、科 目 「英語 実務 」の積極 的な導入 を考 えた。

一方 、情報 化へ の対 応 と して、イ ンターネ ッ トを巨大 なデー タベース と して とらえ、必 要

な情報 を世 界か ら日常 的 に抽 出 ・分析す るこ とがで きる環境 を整える ことが重要であ る。 ま

た、国内外 の ビジ ネスマナーな どの、生 きる上で必要 な知識 と技術 を身に付 けた り、各教 科

にお いて も、商業 高校 、 と りわけ ビジネス教育 に沿 った内容 を授 業で展 開す る。加 えて 、学

際的 な科 目や分野 ・領域 も多 く取 り入れるこ となどを検討 した。以下に具 体的 に例示す る。

① 国語科 や地歴 ・公民科等 の科 目で 「国内外の商業史」や 「商業経 済」 にかかわ る内容 を

取 り上 げる。
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② 商業科 目 「英語 実務」 を商業科 と英語科の教員、お よびALTと の テ ィーム ・テ ィーチ

ングの体制 を と り、 ビジネス英会話 を中心 に学習 し、わが国 と諸外 国 との文化 や ビジネス

の相違等 の理解 に役立 てる。

③ 商業科 目 「マーケテ ィング」、「文書デザ イン」等 を学 習するに当た り、家庭科 や芸術 科

の教員 とテ ィーム ・テ ィーチ ングの体制 をと り、消費者 の立場 や文字 ・図柄等 のデザ イン、

コマ ーシャル ミュージ ック等 の視点 か ら専門的 な助 言 を与え、生徒 の理解 に役立てるなど。

そ して、都立商業高校 のカ リキュラムを検討す るに当たって、大前提 となるのは、今 回の

改訂 で新科 目 「ビジネス基礎」が登場 したことであ る。科 目の 目標 は、 「ビジ ネス に関す る

基礎 的 な知識 と技術 を習得 させ 、経済社会の一員 と しての望 ま しい心構 え を身に付 け させ る

とと もに、 ビジネスの諸活動 に適切 に対応す る能力 と態度 を育 てる。」であ る。

1「 ビ ジ ネ ス基 礎 」 の 内容

「ビ ジ ネ ス基 礎 」 の 内容 は(1)商 業 の学 習 ガ イ ダ ンス(2)経 済生 活 と ビ ジ ネス(3)ビ ジ ネ

ス と流 通 活 動(4)ビ ジ ネ ス と売 買 取 引(5)外 国 人 との コ ミュ ニ ケ ー シ ョンで5項 目 に渡 っ て

い る。2単 位 な い しは3単 位 で こ の 「ビジ ネス 基礎 」 をす べ て 教 える に は 、 ど こ にポ イ ン ト

を置 くの か を考 え た ほ うが よい 。

ビ ジ ネ ス は 日々変 化 して い る 。 しか し、普 遍 的 な もの が あ る。 そ れ は 、 コ ミ ュニ ケ ー シ ョ

ンや マ ナ ーで あ る 。 昨今 、若 者 の コ,ミュ ニ ケ ー シ ョン能 力 が低 下 して い る 。 また 、 マ ナ ー を

知 ら ない と言 わ れ て い る 。学 校 内 の 日常 で も挨 拶 が で きな い生 徒 が多 い こ とに気 付 く。 そ し

て 、 無 関 心 で 物 事 を他 人事 と して捉 え る傾 向 が あ る。 これ らの こ とか ら、 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ

ンや マ ナ ー を軸 に して 、 「自分 な ら…」 とい う よ うに主 体 的 に 考 え させ る こ と に ポ イ ン トを

置 い て 指 導 す る必 要 が あ る 。

「ビ ジ ネ ス基 礎 」 で は 、生 きた授 業 を展 開 す るた め に、 上 記 の 内容5項 目 を順 番 に教 え る

の で は な く、毎 日の新 聞 や ニ ュ ー ス を教 材 に して各 項 目と有機 的 に結 び付 け て教 え るの が 望

ま しい と考 え る 。 「ビ ジ ネス 基礎 」 の 指導 案 の例 を以 下 に示 す 。

2「 ビ ジ ネ ス基 礎 」 の指 導 案(例)*授 業 の 始 め と終 わ りには必 ず 礼 を させ る。

粉飾決算が取 りあげられている新聞等を教材にして、その記事を生徒に読ませる。

1.粉 飾決算 を生徒 に分か りやす く説明する。 …(2)経済生活とビジネスの項 目

2.自 分がその会社の経営者だったらどうするかを生徒は各自考え、複数人の生徒に答えさせ

る。

3.公 認会計士の役割について説明する。

4.公 認会計士 になるにはどうすればよいかを説明する。

5.公 認会計士 という職業に興味のある生徒に今、重点的に 「簿記」 を勉強すべきであること

を気付かせる。 …(1)商業の学習ガイダンスの項目

6.税 理士についても言及する。

「簿記」の学習を深めることで、公認会計士や税理士というスペシャリス トへの道が開ける

ことを生徒に認識 させる。
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学 習指導要領(商 業)解 説編が告示 される前ではあるが、「(2)経 済生活 とビジネスのウ,ビジネ

スに対 する心構 え」 の指導案 を 【表5-1】 に例示する。 この指導 内容 は東 京都 立新 宿 山吹 高

校 の情報科 の専 門科 目 「英語 実務(ビ ジネスコミュニケーション)」 において昨年 度 、お よび今 年 度

おこなった授業実践例 を参考 としている。 なお、授業 時間は105分(内5分 休憩)で ある。

【表5-1】 ビジ ネ ス に対 す る心 構 え

(ビ ジネスに必 要 なコミュニケーション能 力 を養 うための一つの教 材 として 「会 議 」 について学 習 する)

段階 時間 学習内容 及び 学習活動 指導上の留意点

導入 5分 ○会議の重要性 会議の準備から議事録の作
的確な会議の準備、スムーズな司会進行、会議参加のマナーは、 成まで、会議の運営全体のポ

ビジネス活動を効果的に進めるために必要な能力であることを具体 イ ン トを理 解 させ る。

的な例示を使って説明し、理解 させる。

展開 45分 1.会 議 の 準 備 会議場などの環境条件を整
会議はできる限り短い時間で密度の濃いものにすることが求めら えることも重要であ り、あわ

れるので、事前に綿密な準備が必要であることを理解させる。 せて席順等の基本にもふれる。

2.会 議の開催 と参加の基本ルール 会議の出席者全員が会議の
①運営 目的を良く理解することが重

意見については平等な立場で運営される必要がある。 要 で あ る 。

時間厳守。記録 をとる。
②参加者 議事進行に協力する。

事前 に資料 に目を通し、自分の意見をまとめてお く。 提案 ・改善案のない発言な
③発言 ど反論するときのルールにも

相手の意見を尊重した上で、積極的に発言する。適切な発言時間 ・ ふ れ る 。

休憩 5分 発言内容を考慮する。簡潔に述べる。

展開 45分 3.司 会者の役割と重要性 会議の質を高めるためには、
①準備 司会者の力量が最重要である

時間内に予定の議題を十分に審議 し、有効な結論を導き出すため こ とを理 解 させ る 。

に入念な準備が必要である。 ビジネスの場は勿論のこと、

②心得 進学 した際にもゼミナールな
議 題 の研 究 、 中 立 ・公平 な立 場 、タイ ムスケ ジ ュールの コン トロー どで 司会 者 、発 表者 、 コ メ ン

ル、参加者全員から有効な意見を導 き出す。 テ ー ター 、 質 問 者 な どの 役 割

③議事の進め方 で講義が進められるので、レ
発言 しやすい雰囲気、全員発言 しているか気配 り、リー ド、意見 ジュメ等の資料作成や発言の

の調整、出席者の労をねぎらう。 マナー、司会者の役割と重要

性などの トレーニングの必要
4.議 事録の書 き方 性を認識させる。
①書き方の基本

客観的な立場、正確性、読みやす く分か りやす く。
②議事録に必要な内容

開催 日時、場所、出席者の名前、司会者、議題、関係資料など。

5.日 本の会議 と欧米の会議の相違など 参考:「 英語実務」
欧米の会議では、質疑応答を重視する。 実 教 出版pp.92-93を 使 用

日本の場合、発表を重視することが多い。

まとめ 5分 ○会議およびビジネス会話のポイントの確認など 次回以降、ビデオ等を利用
①結論先行法などの話法技術 とポイント し、具体的な発言法など、ビ
②データをそろえ、グラフなどで視覚的に分か りやす く事実を証明 ジネスでの話 し方の基本へ発

し、持論を展開する 展 させ る。

③発表後の質疑応答に時間をかける ④司会者の重要性

「ビ ジ ネス 基礎 」 は 、「外 国人 との コ ミュニ ケ ー シ ョン」 で 、 「コ ミ ュニケ ー シ ョンの方 法」

「コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンの心 構 え」 「日常 の会 話 」 が 提 示 され 、 日本 国 内 とい う設 定 で 、 挨 拶 な

どの 簡 単 な英 会 話 に慣 れ 親 しませ る内容 とな っ て い る。 一 方 「英 語 実 務 」 で は 、 「ビ ジ ネ ス

基 礎 」 の 内 容 を さ らに発 展 させ 、 場 面 を海 外 に移 し、英 語 を コ ミュニ ケ ー シ ョンの 手 段 と し

て い る国 々の 文 化 ・経 済 ・ビ ジ ネス等 に お け る 、生 きた使 え る英 語 を実 践 的 に学 習 し、 生 徒
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の国際性 を育 てる ことを目的に構 成 されてい る。

以上 のこ とを踏 まえ、教科 「商業」 の教育課程の編成 を検 討する と、以下の ようになる。

A-1=学 年制の場合 の編成例(教 科 「商業」 で27単 位)

分野 科 目 設置単位 1年 2年 3年

ビジネス基礎 2 2

流
通
ビ
ジ
ネ
ス

商 品 と流通 2 ☆ ☆

商業技術 2 ☆ ☆

マ ー ケ テ ィ ング 2 ☆ ☆

国
際
経
済

英語実務 4 2 2

経済活動 と法 2 ☆

国際 ビジネス 2 ☆

簿
記
会
計

簿記 5 3 ☆

会計 2 ☆

原価計算 2 ☆

会計実務 2 ☆

経
営
情
報

情報処理 3 3

ビジネス情報 2 ☆ ☆

文書デザ イ ン 2 ☆ ☆

プ ロ グ ラ ミ ング 4 ☆1 ☆2

課題研究 3 3

総合実践 2 2

選択科 目(☆ 印 の科 目を各2単 位、☆ 印 の右

の数字 は順序性 をあ らわす、 また同一 科 目の

繰 り返 し選択 はないこ ととす る)

6 4

合計単位 10 8 9

必 履修科 目は、「ビジネス基礎」 と 「課題研究」であ る。加 えて、「英語実務」 を学校 必履

修科 目とする。

1学 年 では、必履修科 目であ る 「ビジネス基礎」 を基幹科 目として設置 し、各4分 野 の ガ

イ ダンス、 ビジネススキル(ビ ジネスマナーや コミュニケーシ ョン)の 基礎、流通 ビジネス ・

国際経 済分野 の流 通や経済の基礎 などを学 ばせ る。また、ビジネス教育の4本 柱のなかか ら、

特 に情報化 の視 点 を踏 まえ、会 計 に関する情報処理 の基礎 として簿記会計分野の基礎科 目で

あ る 「簿記」 と、情 報処理全般の基礎 として経営情報分野 の基礎科 目であ る 「情報処理」 を

学 ばせ る。 また、国際化の視 点か ら、学校必履修科 目として 「英語実務」 を学ぶ。

2学 年 では、国際化の視 点か ら、学校必履修科 目の 「英語実務」 を継続 して学ぶ。 その他

の科 目は、 自由選択 とする。

3学 年 では、必履 修科 目である 「課題研究」 を設置す る。 この科 目は、 「総合 的 な学 習の

時間」へ の履修単位 の読み替 え も考慮 し、内容 を ビジネス教育の視 点か ら教科横 断的、学 際

的 な もの になるよ う工 夫す る。総合実践 は ビジネス シ ミュレー シ ョンゲームを利用 して行 う。
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A-2:単 位 制の場合 の編成例(教 科 「商業」で25単 位以上)

分野 科 目 設置単位 1学 年相 当 2学年相当以上 3年 目以 降

ビジネス基礎 2 2

流
通
ビ
ジ
ネ
ス

商 品 と流通 2 ☆ ☆ ☆

商業技術 2 ☆ ☆ ☆

マ ー ケ テ ィ ン グ 2 ☆ ☆ ☆

国
際
経
済

英語実務 4 2 2

経済活動と法 2 ☆ ☆ ☆

国際 ビジネス 2 ☆ ☆ ☆

簿
記会

計

簿記 5 △ ☆

会計 2 ☆

原価計算 2 ☆ ☆

会計実務 2 ☆

経
営情

報

情報処理 3 △

ビジネス情報 2 ☆ ☆

文書デザ イ ン 2 ☆ ☆

プ ロ グ ラ ミ ング 4 ☆1 ☆2

課題研究 3 3

総合実践 2 ☆

選択科 目(☆ 印は各2単 位科 目、△印は各3単 位

科 目、☆印の右の数字は順序性をあらわし、△印

の科 目を履修 していなければ同一分野の科 目は選

択で きない、同一科 目の繰 り返 し履修は認めない)

6 6 4

最低必要合計単位 10 8 7

必履修科 目は、「ビジネス基礎」 と 「課題研 究」である。加 えて、 「英 語実 務」 を学校 必 履

修科 目とす る。その他 の科 目については、時 間割 に対 す る履修 モデル と、前提科 目などの学

習 の流 れを示 し、生徒 に適宜 選択 させ る。加 えて、生徒各 自が 自分 に とって よ り効果的 な時

間割 を組 むに当たっては、科 目 「ビジネス基礎」 を学ぶ ものの、充分 な履修相 談 ・ガイ ダ ン

ス と、正確 な履 修登録 を事前 に行 う必要が ある。

1学 年相 当において は、必履修科 目である 「ビジネス基礎」 を基幹科 目と して設置 し、各

4分 野 の さらに詳細 なガイダンス、 ビジネススキル(ビ ジネスマナーや コミュニケーション)

の 基礎 、流 通 ビジネス ・国際経済分野の流 通や経済 の基礎 な どを学ばせ る。 また、 国際 化 の

視 点か ら学校 必履修科 目として 「英語実務 」 を学ぶ 。その他の科 目について は、各分野 の な

かで前提科 目などの学習の流れ を示 し、生徒 の学習意欲 ・興味 、進路希望等 に応 じて適 宜 選

択 させ る。

2学 年相当以上 にお いては、国際化の視点か ら、学校必履修科 目の 「英語実務」 を継 続 し

て学ぶ。その他の科 目につ いては、前提科 目などの学習 の流 れを示 し、1学 年相 当 と同様 に
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生徒 の 自由選択 とす る。 『

3年 目以降 において は、必履修科 目である 「課題研究」 を設置す る。 この科 目は 、 「総 合

的 な学習 の時間」へ の読み替え も考慮 し、内容 を ビジネス教育の視 点か ら教科横 断的、学 際

的 な ものにな るよう工夫す る。その他の科 目につ いては、前提科 目などの学習の流れ を示 し、

2学 年相 当以上 と同様 に生徒 の 自由選択 とす る。

B-1:進 学 を重視 した タイプ(学 年制の場合の編成例)

(教 科 「商業」 で20単 位十外 国語5単 位=25単 位)

情 報 系 簿 記 系

分野 科 目 1年 2年 3年 1年 2年 3年

ビジネス基礎 2 2

流
通
ビ
ジ
ネ
ス

商 品 と流 通

商業技術

マ ー ケ テ ィ ング

国
際
経
済

英語実務 2 2 2 2

経済活動 と法

国際 ビジネス

.

簿
記
会
計

簿記 5

会計 2

原価計算
「

2

会計実務
1

2

、経
営
情
報

情報処理 3

ビジネス情報 2

文書デザ イン 2

プ ロ グ ラ ミン グ 2 2

1

課題研究 3 3

総合実践

選択

合計単位 9 6 5 9 6 5

進学 を重視 した タイプと して、学びの分野 別に情報系 と簿記系 とに分類 した。必履修 科 目

は、「ビジネス基礎」 と 「課題研究」である。加 えて、「英語実務」 を学校必履修科 目とする。

進学 に際 しては、情 報系 、簿記系 の科 目で、あるいは、上級の資格検 定級等で受験 す る こ と

を考慮 し、情報系 、簿記系 ともにそれぞれ経営情報分野、簿記 会計分野か ら11単 位 を学ぶ。

具体的 には、以下 の とお りである。

情報系 を中心 とした学 びを して、進学 に備 える場合の1学 年では、必履 修科 目であ る 「ビ

ジネス基礎」 を基幹科 目として設置 し、各4分 野の ガイ ダンス、 ビジネススキル(ビ ジネス

マナ ーや コ ミュニ ケーシ ョン)の 基礎、流通 ビジネス ・国際経済分野 の流通 や経済 の基礎 な
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どを学ばせる。加 えて、情報処理全 般の基礎 として経営情報分野の基礎科 目である 「情 報 処

理 」及び 「プ ログラ ミング」 を学 ばせ る。また、学校必履修科 目の 「英語実務」 を学 ぶ。

2学 年では、国際化の視点か ら、学校 必履修科 目の 「英語実務」 を継続 して学 ぶ 。 「文 書

デザ イン」 と、1学 年 目に引 き続 きさらに応用的 な 「プログラミング」 を学 ばせ る。

3学 年で は、必履修科 目であ る 「課題研 究」 を設置す る。 この科 目は、 「総 合 的 な学 習 の

時間」への履修単位の読み替 えも考慮 し、内容 をビジネス教育 の視 点か ら教科横 断的、学 際

的 な もの になるよ う工夫す る。加 えて、経営情報分野の 「ビジネス情報」 を まとめ と して学

ぶ。

簿記系 を中心 と した学び を して、進学 に備 える場合の1学 年では、情報系 と同様 に、必 履

修科 目であ る 「ビジネス基礎」 を基幹科 目として設置 し、各4分 野のガイ ダンス、 ビジネス

スキル(ビ ジネスマナ ーや コミュニケーシ ョン)の 基礎、流 通 ビジネス ・国際経 済分野 の流

通や経 済の基礎 な どを学ばせる。加 えて、会計 に関す る情報処理 の基礎 として簿記会 計分 野

の基礎科 目である 「簿記」 を学 ばせ る。 また、学校 必履修科 目の 「英語実務」 を学 ぶ。

2学 年 では、国際化の視 点か ら、学校必履修科 目の 「英語 実務」 を継続 して学ぶ。 「会計」

と 「原価 計算 」 を学 ばせ る。

3学 年 では、必履修科 目である 「課題研究」 を設置す る。 この科 目は、 「総 合 的 な学習 の

時間」へ の履 修単位 の読み替 え も考慮 し、内容 をビジ ネス教育 の視点 か ら教科横 断的、学 際

的 なものになる よう工 夫する。加 えて、簿記会計分野の 「会計実務」 をまとめ として学ぶ。

m2:進 学 を重視 した タイプ(単 位制の場合の編成例)

(教 科 「商業」で20単 位 十外 国語5単 位=25単 位)

情 報 系 簿 記 系

分野 科 目 1学年相当 2学年相当 3学年相当 1学年相当 2学年相当 3学 年相当

ビジネス基礎 2 2

流
通
ビ
ジ
ネ
ス

商品 と流通

商業技術

マ ー ケ テ ィ ン グ

国
際
経
済

英語実務 2 2 2 2

経済活動 と法

国際 ビジネス

簿
記
会計

簿記 5

会計 2

原価計算 2

会計実務 2

経
営情

報

情報処理 3

ビジ ネス情報 2

文書 デザ イン 2

プ ロ グラ ミ ン グ 2 2

課題研究 3 3

総合実践

選択

合計単位 9 61 5 9 6 5
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単位制 の場 合、進学 を重視 した タイプのカ リキュラムを 考 えるとB-1の 学年制の場合 と同

様 になる。当然 の ことなが ら、進路希望 別に系列 を考慮 した場合 、科 目を選択 す る自由が拘 束

され る とい う限界が存在 する。 また、A-2タ イプと同様 に時間割 に対 する履修モデ ル と、前

提科 目な どの学 習の流 れ を示 し、生徒 に適宜選択 させ る。加 えて、生徒 各 自が 自分 に とっ、て よ

り効果的 な時 間割 を組 むに当たっては、科 目 「ビジネス基礎」を学ぶ ものの、充分な履修相談 ・

ガイダンスと、正確 な履修登録 を事前 に行 う必要があ る。

VI大 学 に お け る ビジ ネ ス教 育

発展期 は、職業選択 を個性 ・能力 にもとづ き深 く考 える時期 となる。 この 時期 におけ る ビ

ジネス教 育は、 自己の職業観 を確 立す る上 で非常 に大 きな役割 を果 たす。 また、イ ンター ン

シ ップを体験 する ことも自己の職業 観 を確立す る上で有意義であ る。実際の産業界等の生 き

た知識や技術 に触 れる ことによ り、 さらなる学習への動機付 け に もなる。

商 ・経営学部以外 の学部において も、一般教養 と して ビジネス教育 を行 う必要があ る。 そ

れ は前 に も述べ た ように、 ビジネス教育が商業高校だけで教 育 される ものではな く、小 ・中

学校 や普通高校で も行 われるべ きものであ り、 また、 これか ら社会 に出てい く大学生 に とっ

てはなお さら必要 になって くる。その内容 は、 コンピュー タを利用 した ビジネス文書 、 ビジ

ネスデザ イン、 プ レゼ ンテーシ ョン、簿記 、 ビジネス計算 、ビジネス シ ミュ レーシ ョン等 に

関す る ものが考え られ る。

商 ・経営学 部では、 ビジネス教 育の専 門性 を深 める必要があ る。 このため には、 ビジネ ス

教育の基礎 ・基本 を身 に付 けた商業高校の生徒の受け入れ をさらに拡大 して、 この基礎 ・基

本の上 に高度 な ビジネス教育 を行 ってい くことであ る。具 体的 には、理論 だけ を中心 と した

ビジネス教育で はな く、 もっ と実務 の面 を強化 した理論 と実務 に よる ビジネス教育 をす る こ

とであ る。そ して、 内容 もよ り具体的 な職業 を意識 したスペ シ ャリス トの育成であ る
。会計

士 、SE、 シスア ド、販売士、秘書 など資格 の取得が で きるよ うなカリキュラムの編成 を ど

の大 学で も考える必要があ る。語学の授業 に関 しては ビジネス を意識 して、 ビジネス会話 を

行 う必 要がある。 これ には英語 だけではな く、 ドイツ語や フランス語 な どの他の言 語 を用 い

た外 国人 との コミュニケーシ ョンをはかることが大切であ る。 この学部 には、実社 会 に出て

今 まで受 けた ビジネス教育 を応用 してい く学生が ほとん どである と思 われるが 、中には 中学

校 ・高等学校で指導者 として、 ビジネス教育 を教 えてい く学生 もいる。 この ような学生 に対

して は、専門性の深化 だけを求め るのではな く、幅広 いビジネス教育が学べ るようなカリキュ

ラム を用意 してい く必要があ る。教育実習生 を指導す る際 、「簿記」 は教 え られ ない とか 、

「情報処理」 は教 え られない とい う学生がい る。 また、教育職員養 成審 議会 の特 別 委員 会 で

は、商業科教員 の採用試験 では、情報処理技術者や簿記 などの資格 の重視やパ ソコンの実 技

試験 の実施 な どを課 す ことを提言 している。大学 におけ る教員 養成には、高校 の現 場 に即 し

て いないケース もある ことか ら、大学教員が現場 に出向いて理論 の実践 を確 かめる必要性 も

強調 している。 このこ とか らも、理論 だけで はな く実 務 もともなった幅広 い ビジネス教育 を

受けた指導者 を育成 してい く必要があ る。
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社会 も産業 も急速 な進歩 を遂 げている現在、一度学習 した ビジネス教育 にお ける技術 や知

識 は急速 に変化す る。大学 で学 んだ ビジネス教育が実社会 で一生涯通用す る とは到底思 えな

い。 い くつかの大学 では、社会 人枠 を設 けて、社会 人に対す る大学教育 を行 ってい る ところ

が あるが、潜 在的に高 まっている社会 人の学習意欲に対 応する意味で も、 この傾向 は ます ま

す増加 す る。 また、生涯学習の観 点か らも、大学で行 われ るビジネス教育 は完成 と しての ビ

ジ ネス教育ではない。社会人 となって仕事 を してい く上 で、社会 の変化 に対応 した ビジ 不ス

に関す る知識や技術 を個人の人生設計の中で、自由 に学べ るような循環型 のシステム を作 る

ことが必要であ る。

靱 お わ りに

文部 省か ら平 成11年3月 に告示 された学習指導要領の教科 「商業」 の 目標 が 、 「商業 の諸

活動 」か ら 「ビジネスの諸活動」 に変 わった ことを受 け、「都 立 高校 にお け る次 代 の魅 力 あ

る ビジネス教 育の在 り方」 をテーマに研究 ・討議 を重 ねて きた。

ビジネス教 育は、専 門高校 のみで学習す るのではな く、幼児期か ら年齢 に応 じて段階 的 に

学習す る ことが重要 である。そこで、小 ・中学校 において、 ビジネス教育 との関連を検討 し、

中学校 における授業実践事例 を提示 した。今 後、中学校 に新設 される 「総合的な学習の時 間」

等で利用 していただければ、進路選択や職業観の育成に必 ず役立つ はずで ある。 また、 ビ ジ

ネス教 育 を商業高校 以外の都立高校 で学習す ることも、重 要である ことか ら、教科 「情報」

をビジネス教育に関連づける指導 につ いて も検討 した。

新 しい タイプの商業高校 における ビジネス教育 については、経済社会 の国際化 や情 報化 が

キー ワー ドとなることか ら、商業 高校 ではあま り取 り上げ られなかった教科 「商業 」の科 目

「英語実務」 に着 目し、この科 目を重要視 したカ リキュラムを提示 した 。 また 、単 位 制 の学

校 におけ るカリキュ ラムや進学 を重視 したカリキュラム も併せ て提示 した。

ビジネス教育が、 さらに魅力ある都立高校の柱 になると確信 し、今年 度の教育研 究員 が提

示 したカ リキ ュラムや指導計画等 が、各学校で今後議論 され、 この報告書 が広 く活用 されれ

ば幸 いである。

最後 に、 この研究報告書 を作 成するにあた り、アンケー トに回答 していただいた各道府 県

教 育委 員会 に対 し、 この紙面 をお借 りして感謝 申 し上げ ます。

一24一


